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はじめに

　本書には、『実務から読み解く 地方財政入門』というタイトルをつけ
ました。自治体の財政担当者を主な読者として想定しています。財政運
営を所管する課は、自治体の運営の方針を決める司令塔の役割を担って
いますので、財政担当者には情勢を判断するための知見が求められま
す。制度が安定的な時期であれば、勘と度胸だけで仕事ができたかもし
れませんが、小泉純一郎内閣による構造改革から政権交代、さらに再交
代を挟んで、地方財政制度が大きく変動している現代では、地方財政制
度運営について文脈のある正確な知見と見通しがなければ、財政計画を
立てることも、財政運営の方針を決めることもできません。本書が提供
したいコンテンツの中心はそこにあります。
　実は、地方財政制度運営を理解するための知識は、これまで十分に提
供されてきたとはいえません。誰でも読めるかたちで提供されたものが
ほとんどないからです。大学などで使われている地方財政論のテキスト
では十分ではありません。むしろ誤解を招く懸念すらあります。
　自治体職員のなかには、財政担当部署に配属されたときに、ベテラン
の財政担当者から教わった内容に疑問をもって、制度の勉強を本気に
なって始めたところ、実態は通説とはまったく違うことに気がついた経
験がある方がおられると思います。つまり、自治体の財政担当者のなか
で一般的に考えられている制度の読み込み方は、大きく間違っている可
能性があるということです。地方交付税の総額の決まり方、基準財政需
要額の性格、基準財政需要額と留保財源の関係などが特にそれに該当し
ます。単に読み間違えているだけであればともかく、そのことで総務省
の説明を誤解してしまい、判断を誤るだけでなく、無用な被害者意識を
もつことすらあります。そういうことはない方がよいに決まっていま
す。「実務から読み解く」とは、そういうことを避けるために実務に根
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ざした感覚を磨くいう意味です。平易な書き方に努めましたが、けっし
て広く知られている内容ばかりではありません。
　地方財政制度の知見は、総務省自治財政局で、ほぼ口伝のかたちで伝
えられてきたものです。文字になったものはごく一部しかありません。
そこにアクセスしなければ、正確な知識は得られません。
　本書の執筆者は、私以外は、自治体の財政担当者またはその経験者で
す。単なる知識ではなく、自治体の予算編成や財政運営に結びつけて説
明されています。私は地方財政アカデミーと称する勉強会を実施してい
ます。執筆者はすべてその会のメンバーですので、地方財政の制度運営
については同じベースをもっています。そのような仲間とこのような本
をまとめられたことは望外の喜びです。本書を同じ思いをもって読んで
いただいた方は、準メンバーとして私たちの仲間に加わったことになり
ます。みなさんを心から歓迎します。制度の文脈を知り、正確な知見に
基づいて、それぞれの自治体を支えていただきたいと思います。
　本書は、学陽書房の川原正信氏のお勧めによって出版することができ
ました。出版機会を与えていただいたことに感謝します。また、日常業
務に忙しいなか、短期間で原稿執筆や編集作業をしていただいたメンバ
ーに、この場を借りて御礼申し上げます。

　平成 25 年桜の季節に　立川の自治大学校にて

 小西　砂千夫　
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＊･　星印は内容のグレードを示しており、星の数が多い方が高度になります。★は担当者として知っ
ておきたいレベル、★★は係長か課長補佐に必要なレベル、★★★は部課長に求められるレベル
を想定しています。

＊･＊　財政課長さんには、ぜひこれは知っておいていただきたいという事柄について、「財政課長の
筋トレ」というコラムで示しています。財政課長さんも、これからめざす人もぜひご参照ください。
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奥深い地方財政制度の入口1
　本章では、地方交付税の制度の概要を取り上げます。財政担当部署に
4月に初めて配属されると、まずは出納整理期間である 5月末までに起
債業務を任され、その後で 7月頃に普通交付税の算定業務を任されるこ
とが多いようです。普通交付税の算定事務自体は、さほど時間がかかる
ものではありませんが、やたらと細かい数字や計算がたくさんあって、
面食らうことがあるかもしれません。一度経験すれば次からは慣れます
が、事務作業がこなせることと、その制度が何を意味しているか、ある
いはその意義がどこにあるかなどを理解するのでは大きく違います。実
はたいへん奥深いしくみであり、時間をかけないと理解できないところ
があります。
　第 1章で地方財政計画の説明がありました。表1-1の地方財政計画
の歳入欄に地方交付税とあります。それと自治体で算定作業を行ってい
る普通交付税の額は、当然のように関係があるわけです。それでは、自
治体で計算している普通交付税の額が先に決まって、地方財政計画の地
方交付税の総額がその結果として決まってくるのでしょうか。自治体の
担当者の感覚だと、何となくそうみえます。ところが、実際には総額が
先に決まって、各団体への配分は後で決まるしくみです。つまり、基準
財政需要額は、総額の配分基準であるというわけです。そうなると、地
方財政計画が変わったときに、基準財政需要額はどう変わるのかが、制
度の中心にあるメカニズムだとなります。また、各団体に配分するとき
には、どのような考え方に基づいて配分しているかも重要なポイントで
す。
　自治体で財政担当をしているだけでは、意識して勉強しない限り、そ
のことを知る機会はありません。奥深いしくみというのはそういうこと
です。ところが、そのようなことを熟知していないと、自治体の財政運
営の見通しができないはずです。
　本章では全容に触れることはできませんので、まず普通交付税のしく
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みを中心に取り上げます。まずそこをしっかり押さえて、第 3章以降を
読み進めていってください。

地方交付税制度の性格とその役割2
（1）財源格差を縮める必要
　自治体間には、所得水準や地価、企業立地に大きな差がありますの
で、地方税収に格差が生じます。財政力に格差があるともいいます。そ
れを是正しなければ、自治体間で提供できる公共サービスに差が生じて
しまいます。
　住民が負担する地方税の制度は、どこの地域に居住していても、地方
税法で定められているように基本的に同じです。地方税法に規定される
標準税率に上乗せする超過税率や、特別な税金をかける法定外税もあり
ますが、それほど大きな税収ではありません。一方、地域間で住民ニー
ズは大きく異なります。毎年、積雪量の多い地域では、除雪をしないと
日常的な移動に大きな支障が生じます。台風被害の大きい地域では、土
砂災害などからの復旧事業が必要になります。
　どの地域に居住をしていても、自治体が一定の水準の公共サービスを
提供することで、住民の基本的な生活環境を整えることは自治体の責務
です。お金がないのでできないとはいえません。一定水準の公共サービ
スを提供できなければ、地域事情による問題の少ない地域に居住する人
が多くなり、人口格差が拡大してしまうことが想像されます。それを避
けるためにも、すべての地域において標準的な公共サービスを確保する
ため、地方財政では財源調整によって自治体間の財政力格差を是正する
必要があります。わが国の地方財政制度では、地方交付税が代表的な財
政調整のための手段です。

（2）税収格差の現状
　第 1章で、国税と地方税の比率に対して、最終的な歳出ベースでの国
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と地方の比率が逆転することを示しました。いい換えれば、それだけの
規模で財政調整をしなければ、税収格差の是正ができないということで
す。図1-5は、1人あたりの税収額を都道府県ベースでみた格差の現
状でした。それに対して、図2-1は平成 13 年度から 22 年度までの推
移をみたものです。
　図2-1は、税収格差には年度間で大きな変動があることを示してい
ます。その要因としては、景気の変動と税制度の改正があります。平成
17 ～ 19 年度は景気回復局面、その前後は後退局面にあたります。景気
回復期には法人関係税が膨らみますが、その効果は東京都などの大都市
圏に集中しますので、結果的に格差が広がることとなります。図2-1

●住民1人あたりの地方税

年　度
（平成） 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

東京都
（最大）

21.2 19.4 18.2 17.4 21.9 23.5 27.0 25.6 19.0 18.0

沖縄県
（最小）

7.1 6.8 6.8 6.7 6.9 7.6 8.3 8.2 7.4 7.2

〈図2-1〉住民1人あたりの税収格差（最大�最小）
（単位：万円）

地方法人特別税・
同譲与税の創設

（年度）

20

18

16

14

12

10

8
13 14 15 16 17 18 19 20 21 22平成

三位一体改革

（出所）『地方交付税のあらまし』（地方財務協会、平成 24年度）
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の下部の表に示したように、年度間の変動は、住民 1人あたりの税収入
が最小の沖縄県に比べて、最大の東京都で振れ幅が大きいことが読み取
れます。
　さらに、三位一体改革の中で平成 16 ～ 18 年度にかけて実施された
（4兆円の国庫支出金を圧縮して 3兆円の税源移譲を進めましたが、そ
の過程で平成 16 年度には地方交付税と臨時財政対策債を前年度比で 12
％減と大幅に縮減したいわゆる地財ショックをもたらしました）という
制度改正も格差拡大を引き起こしています。平成 18 年度には、国税の所
得税を減税し、地方税である住民税に 3兆円規模での税源移譲を実現し
ました。
　平成 20 年度になると、東京都などの富裕団体に財源が集中しすぎる
ことが問題視され、それに対応するために、特に税収の偏在の大きな法
人事業税の見直しをすることとなりました。法人事業税の一部を分離し
て、国税である地方法人特別税を創設するとともに、その税収を同譲与
税として、人口と従業者数を基準にして、自治体に再配分することとし
ました（平成 20 年 10 月 1 日事業開始分から実施、税収平準化の効果が
生じるのは主として 21 年度から）。その効果と、景気の減速による法人
関係税の縮減によって、結果的に、税収格差は税源移譲前の水準に戻っ
ています。
　地方分権の観点では、歳入の質を高める意味でも、自主財源である地
方税収が増えることが望ましいわけですが、税源移譲の効果などから明
らかなように、自治体間で税収格差が大きいため、税源移譲を増やして
いくと、必要な公共サービスの提供が、税収が豊かでない団体ではでき
なくなります。国から地方に税源を移す場合には、移譲される国税と地
方税の総額のマクロの観点だけではなく、自治体間の税収配分であるミ
クロの観点で矛盾が起きていないかどうかに配慮する必要があります。
地方交付税による財政調整が必要である理由がそこにあります。

（3）地方固有の財源
　自治体が事業実施を行うに際して、その事業費の一部または全額を国


